

























































































































































































































































































































少の傾向にある。その結果、2012 年 5 月には求
791 復興　　東日本大震災からの復興についてのメモ
人が求職を上回るまでになっている。しかし、今




























































































































































































































































































































































































































































が 1兆 8000 億であるのに対して、被災者とはあ
まり関係のない「大震災関係経費」といわれるも
のが 3兆 6000 億と倍に及んでいる。この関係経
費の内訳をみると、企業立地補助金や節電エコ補
助金あるいは核融合開発研究など、本来であれば
復興予算と別枠で予算化すべきものが多数含まれ
ている。この目的外使用については、国民的監視
を強めなければならないし、被災者自身が怒りの
声をあげなければならないであろう。
この財源の使い方について、「ゆっくりと時間
をかけて使う」という視点も忘れてはならない。
現状では、巨額のお金を 3年という短期間に集中
して使おうとしている。そのことは、単年度予算
で年度末に余った予算の無理やり使うのと同じ問
題を、引き起こしつつある。被災地にお金を循環
させるためにも、無駄使いを避けるためにも時間
が必要で、復興のペースに合わせて、組み換えや
繰り越しを可能とする弾力的な予算執行のシステ
ムにしなければならない。
予算については、もう一つ重要なことがある。
縦割の予算配分をやめ、包括的に予算を運用でき
るようにしなければならない。というのも、制度
のところで述べたように、災害も復興も進化して
いく。それに対して制度も予算システムも、既存
のものでは対応できない。それだけに、柔軟な予
算のシステムが必要となる。これについては、復
興基金などのように自由にお金の使える財源が欠
かせない。復興基金は、現行の 2000 億では全く
足りないので、この拡充が急がれよう。
